
今年６月、北海道教育委員会（以下、道教委）主催の公立小中学校新採用事務職員研修会※１

に出席する機会がありました。研修会の冒頭、新採用者を前に道教委の担当者が次のような

話をしました。「みなさん学校事務職員の主な業務内容は、給与・旅費や福利厚生などの事

務を処理することです」――。この言葉を半ば呆然と聞きながら、自分が新採用の頃の出来

事を思い出しました。

ある日、隣の席の教頭が、何をしていいのかわからず、机でじっとしているだけの私に対

し、こう言ったのです。「事務職員は事務だけをすればいいと思ったらだめだよ。子どもた

ちや保護者は貴方に対しても、先生方と同様に接してくるから。みんな事務職員は学校のこ

とを何でも知っていると思っているし、頼りにされているよ。だから、学校行事にも積極的

に関わってもらうし、校内研修にも出てもらうからね」――。

学校事務職員とは、一人きままに、誰とも会話を交わすことなく、ソロバンをはじき、電

話の応対をし、ワープロを打っていればいいという自分勝手なイメージはもろくも崩れ、正

直、｢なんて煩わしい職業なんだ」と思いました。しかし、どうしても教頭の言葉が信じら

れず、「みんなそうなのですか？」と尋ねると、「そうだよ。ウソだと思うなら先輩の事務職

員に聞いてごらん」と自信満々に答えるのです。

「今年の学校経営計画あるでしょ。その中の事務のところ読んだらわかるから」と教頭が
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■「領域」により変わった学校事務

運営計画のねらい

70年代初頭、「五項目」が学校事務職員

の「仕事」として定着化し、校務分掌組織

に位置づけられていた中では、学校事務職

員の仕事はデスクワークが主たるものにな

りました。それは、自分の行った仕事がど

う子どもの教育と係わり、学校運営に結び

ついていくのかが見えない側面を持つもの

でした。

また、仕事が「単位事務」として自己完

結するため、系統的・発展的にとらえるこ

ともできず、前年度踏襲という学校の持つ

保守的な側面に埋没していくなど多くの課

題が明らかになりました。

課題の中でも特に「領域」を学校事務職

員の職務としてとらえ、具体的実践を図っ

ていくためには、従来の校務分掌組織に則

った学校事務運営計画では不可能でした。

それは、大半の学校の学校事務運営計画が

「～に関する事務」という形で記載され、

業務の守備範囲は明らかになっているもの

の、内容は担当する個業の羅列でしかなく、

他職種・係との関係性が見えてこないこと

からも明らかでした。

80年代も半ば、「教育」を子どもの学校

生活を支える仕事ととらえるならば、学校

事務職員の仕事も教育の一環であり、これ

が具体的に見えてくる学校事務運営計画の

作成が必然となったのです。

以来今日まで、学校事務運営計画の作成

にあたっては、学校事務や学校事務職員の

職務が学校運営組織にどのように位置付

き、どのように機能するのかを明らかにし、

他職種との協力・協働関係のあり方を明示

することが重要とされています。つまり、

学校事務運営計画のねらいは、「領域のと

りくみの明確化」「学校づくりそのものと

しての計画化」であるのです。

■そもそも「二本立て学校事務

運営計画」とは？

学校運営組織はすべての職種職員の協力

協働のもと、主体的に運営されるものであ
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続けざまに言いました。年度途中での採用であった私は、新年度の学校経営計画に関わる職

員会議には出席していなかったため、冊子になったものを校長から渡されていたものの、目

を通していませんでした。早速、目を通してみると――前任者が作成・提案していた「学校

事務運営計画」がありました。



り、「係業務」や「校務」はその一部では

あっても、各職種の中心的業務とは離れて

存在しているものです。したがって、学校

事務運営計画やそれにもとづくとりくみの

提案などは学校事務職員の中心的業務とし

て提案し、また、係業務の計画等は分担を

受けた係の立場で提案されるべきとしてき

ました。

このことから、90年代初頭より「学校事

務運営計画」と「係業務等の計画」を別立

てで提示するとりくみ、いわゆる「二本立

て学校事務運営計画」のとりくみが提起さ

れました。この場合、学校事務運営計画は

教員の「学年学級運営計画」や「教育課程

計画」などにあたるものと考えることがで

きます。

しかし、このとりくみは地域ごと・学校

事務職員ごとに認識の差が大きく、全道的

に定着したとはいえない状況にありまし

た。それまでの運営組織が「校務分掌組織」

の名のもとに、教育活動と校務を混在し慣

行として形づくられてきたことがその要因

でした。

慣行上の考えを乗り越えていくことは容

易ではありませんが、現状の運営組織や自

らの仕事をとらえ返し変革していくこと、

そしてその考えを全教職員で共通理解して

いくことは、学校事務労働の確立や、対

等・平等、協力・協働の関係を原点として

すすめる「学校づくり」の「第一歩」です。

このことを再認識し、「二本立て学校事

務運営計画」を「学校づくり」の基本的事

項としてとりくんでいくことがあらためて

必要と考えられ、今日まで続けられてきた

のです。

■今、あらためて広がる「二本立て

学校事務運営計画」のとりくみ

「領域」の提起から30年。校内では「事

務処理だけをする職員ではない」という理

解・認知はありますが、校外において私た

ちの「領域」が広く理解・認知されている

とは残念ながらいえません。それは、今日

まで道教委などの行政機関などに対し、

「領域」をアピールする必要性を感じつつ

も、それ以上に校内での協力・協働による

「学校づくり」のために力を注いでいたた

めであり、事実それで十分だったのです。

しかし、2004年、北海道内のある自治体

で「学校管理規則の改正」「A町の学校事

務のあり方について」の検討の動きがあり

ました。それは、地教行法49条の削除によ

り、各行政単位で独自の制度導入が可能に

なった時期でした。行政側が学校事務職員

の職務を理解・認知しないまま、一方的に

職務内容を規定しようとしたことは、私た

ちに大きな衝撃を与えました。折しも北海

道では、中教審答申に基づく事務の効率

化・合理化が反映される制度ではなく、こ

れまで続けてきた「領域」を集団的にとり

くむ「学校間連携」が提案され、学校に不

可欠な職員であることを立証するとりくみ

としてすすめられている最中でした。

このことは、押し寄せる制度を前に、実

態はあるものの、明文化されていない「領

域」の弱さを露呈すると同時に、行政によ

る職務内容の規定により、これまで続けて

きた「領域」が職務として認められない可

能性があるといった現実をも突きつけられ

64 海峡をわたる「領域」 2009. SEPTEMBER



ました。そして、北海道の学校事務職員が

学校必置職としての役割と、矢継ぎ早な教

育制度改革に対峙する「学校間連携」を学

校外に向けてアピールすることを初めて求

められたといえます。

この出来事を機に、北海道では、今後あ

らゆる制度の見直し等の動きに対しても、

揺るぎのない「職務」である「領域」の存

在を証明する方法として、全道の学校事務

職員が「領域実践」を推進し、「二本立て

学校事務運営計画」の定着に向けたとりく

みがすすめられているのです。

■「領域」定着のために不可欠な

「二本立て学校事務運営計画」

『学校事務は単なる個業ではなく、全職

種の協力・協働による「学校づくり」とし、

全教職員の共通理解を得るため、領域実践

と係業務を分けて提案する』という「二本

立て学校事務運営計画」の初期の目的は不

変ですが、時代の変化と共に、その目的に

も色々な側面が付加されています。

①学校内外へ「領域」を広くアピール

するため

校内においては、年度末反省・新年度計

画の場を利用し、全職員に対し「領域」を

提案・説明することができ、時には「領域」

を論議することもできます。また、その結

果が印刷・製本された「学校経営計画」は

市町村教委をはじめ行政機関に配布されま

す。現状、学校事務職員の職務内容が明文

化される唯一の方法であり、「校内におけ

る明示」ととらえながら、「領域」を学校

内外に広くアピールするために有効です。

②「学校間連携」を定着させるため

「二本立て学校事務運営計画」の本来的

業務の中に、「学校間連携」を明記するこ

とにより「学校間連携」の啓蒙活動につな

がります。そして、提起するからには確実

にその歩みをすすめていかなければなりま

せん。「領域」を属人的な実践ではなく、

属職的な実践としてしっかり学校現場に根

付かせることが、「学校間連携」を定着さ

せるためにも有効です。

③自分自身を見つめ直し、自己変革へと

つなげるため

本来的業務と係業務を区別することだけ

が目的ではなく、現在の自分自身をしっか

りと見つめ直すためにも有効です。「領域」

も決して「永久不変」のものではなく、絶

えず提案・実践・反省を繰り返し、発展し

ていかなければならないように、学校事務

職員自身も「学校に居てこそ学校事務職員」

という考え方を確認しながら、絶えず自分

の職務と向き合い、自己変革を図っていか

なければならないのです。
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以上のような目的を付加しながら、北海

道の学校事務職員は過去を顧み、現在を直

視し、未来を展望するなかで、「二本立て

学校事務運営計画」により「領域」を提案

し、実践することがあらためて求められて

いるのです。

新採用事務職員研修会の最終コマで、先輩事務職員との対話形式の研修が行われ、私にも

発言の機会が与えられました。「みなさんの仕事は決して机上の事務だけではありません。

机にしがみつくだけではなく、時には児童生徒の様子や、校舎内外の施設点検、地域の様子

などを知るために校舎の内外を歩いてみてください。きっと何か仕事に役立つはずですよ」

――。

70年代後半から「協力・協働による学校づくり」や「民主的な職場づくり」の運動と連動

する中で提起され、実践されてきた「領域」。そしてその明確化のためにすすめられてきた

「学校事務運営計画」のとりくみは、時代の流れとともに、その役割と価値を変化させてき

ました。と同時に、私の中での「学校事務運営計画」も変化をしてきました。

しかし、そんな中にあっても北海道の学校事務職員の根底に流れているものに変わりはあ

りません。いつの時代も「学校づくり」を意識しながら、自分達の職務と真摯に向き合い、計

画・実践・反省のサイクルを繰り返す中で、｢領域」としての学校事務をすすめているのです。

今私が「学校事務運営計画とは何ですか？」と尋ねられたなら、こう答えるでしょう。

「自分自身を映し出す鏡のようなものです。毎日の仕事と照らし合わせながら、現在の自分

の姿を確かめなければならないのです。そしてその鏡には自分の姿だけではなく、教職員・

児童生徒・保護者・地域が映っていなければならないのです」と――。

※１　例年、５月下旬から６月上旬にかけ３日日程で開催される。その年の新採用者の数や勤務校にもよ

るが、広域な北海道では会場が３～５会場に分けられるのが通例。研修内容は、道教委による｢服務制

度・公務員倫理｣の説明にはじまり、｢給与・旅費・公務災害｣などの実務研修が日程の半分であり、もう

半分は全道協議会役員による｢北海道の学校事務｣に関する説明と、先輩事務職員との対話形式による事例

研修となっている。
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